少子化に関するデータ・資料集の概要








　









































１．基本的な考え方


「すべての子どもや子育て家庭に対する政策、両性の自己実現・自己決定を踏まえた


家族政策を重視した取組みを総合的に実施」


２．今後の方向


「府民意識の醸成 ～心理的不安感の解消」、「働き方の見直し ～仕事と子育ての両立」


「子育て環境の整備 ～子育ての支えあい」、「子育て家庭への支援 ～経済的負担感の軽減」


「若者の自立 ～安定的な就業」


国への提言


「社会保障制度の再構築」「子育てに関する経済的負担の軽減」、「働き方の見直し」





第１章　原因分析（統計データと意識調査から）


１．生涯未婚率：男性の未婚率が急激に上昇（1980年→2000年）　


２．平均初婚年齢：男女ともに一貫して上昇（1980年→2005年）


３．結婚や出産を躊躇する理由


（１）心理的要因


「結婚しない理由 ～4人に1人は魅力や必要性を感じていない」


　　　・現在のライフスタイルが結婚によって制約されることを嫌う傾向


「子どもを産まない理由 ～子どもは欲しい、けれど不安が大きい」


・子どものいない人々の子育てに対する過剰な不安や悩みが多い


「第一子を持って感じたこと ～子育てはしんどい、けれど楽しい」


　・「しんどさ」「楽しい」はいずれも約９割


「子どもを産み育てることの意味 ～子育ては自己実現のために」


・「後継者、老後の面倒」から「親自身の自己実現」へ


（２）社会的要因


「女性の社会進出 ～産みたい、けれど産めない？」


・ヨーロッパにおける子どもを産み育てやすい社会づくり


「男性の育児参加 ～参加したい、けれどできない？」


・常勤の妻の半数が家事を９割以上負担


「子育ては「孤育て」 ～母親の孤立」


・子育て中の母親の多くが社会からの隔絶や孤立を感じている


「仕事と子育て ～両立は難しい 」


・「仕事と家庭生活の両立が困難」、「職場が育児休業制度等を利用しづらい雰囲気」を合わすと約３割


「子育て費用 ～やっぱり高い？」


・「保育料」「高校・大学や塾」にかかる教育費が大きいが、乳幼児期に就業しない「家計の損失」も高い


「若者の自立 ～経済力が･･･」


・「経済力がない」若年男性の非正規就業率と出生率・未婚率に相関関係





第２章　将来への影響に関する議論（有識者の見解や国の報告書等から）


１　総人口の減少　「家族・家庭」･･･孤立する可能性がある人々


「地域」･･･風景を荒涼としたものにする可能性


「住宅・土地」･･･「土地本位制」の呪縛から解放


「インフラ・鉄道」･･･インフラの遊休化と地方財政の悪化


「環境」･･･環境負荷の軽減


「行政サービス・財政負担」･･･財政負担は中立


２　労働力人口の減少　「年金制度」･･･年金制度の抜本改革の必要性


「労働力」･･･労働分配率は上昇


「経済成長」･･･日本は老化の段階


３　高齢化　「介護等支援」･･･高齢者要支援世帯が増大


「地域活動」･･･地域社会の支え手は高齢者


「大都市圏の高齢化」･･･高齢者が都心へ集中


４　少子化　「教育」･･･社会性が育ちにくい


「結婚に対する意識の変化」･･･若い世代にとって、結婚は不可欠ではない


「親にとっての子どもの意味・価値の変化」･･･出産が親の生き甲斐や幸福という心の問題に


「その他」･･･日本の若者がミスマッチだらけに





【まとめ】


総人口の減少と少子化・高齢化による人口構造の変化に伴い必要とされる社会サービスは大きく変化し、縮小・廃止すべきものや、拡充・拡大を行うべきものなどについて、官民が協力し幅広い視野で課題を共有し、時機を逸することなく適切な対応が必要








第２章　少子化対策の方向性（様々な議論から）


　　「意識の醸成」、「ワーク・ライフ・バランス」、「仕事と子育ての両立支援」、「経済的支援」





第１章　現状と今後の動向（統計データから）


１．人　口：２０５０年には約２５％減少


・８８２万人（2005年）→６５３万人（2050年）


２．出生率：長期にわたって低落傾向


・２．２０（1965年）→１．２１（2005年）


３．年齢構成別人口：少子化と高齢化が同時に進行（2005年→2050年）


・年少人口（0～14歳）：１２２万人→７０万人


・老年人口（65歳以上）：１６５万人→２２３万人


・生産年齢人口（15～64歳）：５９５万人→３６０万人


４．出生数増加を想定した試算


（１）将来推計人口：長期的に減少


（２）依存人口比率：年少者から老年者にシフトしながら増加


（３）社会保障給付費負担額：長期的に継続して増加傾向





【まとめ】


総人口の減少と少子・高齢化、依存人口比率の増加という人口構造の変化が、少なくとも今後四半世紀以上にわたって同時に進行





第Ⅰ部 人口減少社会の到来





第Ⅱ部　少子化の進展と今後の方向





【まとめ】大阪府の基本的な考え方と今後の方向











